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イツの判例資料 ]（本誌第 1 号）で紹介した判例を織り交ぜていくことにする。
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制度的な権利主体の保障というものは，形式的にゲマインデとゲマインデ
組合という制度を維持するだけでなく，権利能力ある公法構造（rechtsfähiges 





















































































































































































































































邦憲法裁判所法 91 条89）は，通常の憲法訴願（連邦憲法裁判所法 90 条90）
とは違い，連邦またはラントの法律が，憲法で保障されたゲマインデの自治
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